
 

全国コミュニティ・スクール連絡協議会 規約 

 
 

                平成 23 年２月 18 日制定 

           平成 24 年４月６日改正 

           令和２年７月６日改正 

           令和３年３月 30 日改正 

令和３年 11 月５日改正 

令和４年 10 月 28日改正 

 (名称) 

第１条 この会は、全国コミュニティ・スクール連絡協議会(以下「連絡協議会」という。)と称する。 

 (目的) 

第２条 連絡協議会は、コミュニティ・スクール（学校運営協議会を置く学校）を設置する教育委員会      

の教育長及び連絡協議会の目的に賛同する者が熟議や情報交換等を行うことにより、互いに

連携・協力しながら、コミュニティ・スクールの取組を一層充実・発展させることを目的とす

る。 

 (事業) 

第３条 連絡協議会は、前条の目的を達成するため、次の掲げる内容に係る事業を行う。 

  （１）コミュニティ・スクールの推進に関する熟議 

  （２）コミュニティ・スクールの推進に関する情報交換 

   （３）コミュニティ・スクールの推進に関する普及・啓発 

  （４）その他前条の目的を達成するために必要な事業 

 (会員) 

第４条 連絡協議会は、正会員、特別会員、賛助会員をもって構成する。 

  ２ 正会員は、連絡協議会の目的に賛同する教育委員会関係者及び校長、教職員、学校運営協議会委員

 とする。 

  ３ 特別会員は、連絡協議会の目的に賛同し、かつ会長が連絡協議会の目的のために必要と認めた者と

 する。 

  ４ 賛助会員は、連絡協議会の目的に賛同し事業の円滑な実施に協力しようとする者で、かつ会長が連

 絡協議会の目的のために必要と認めた者とする。 

 (役員) 

第５条 連絡協議会に次の役員を置く。 

  （１）会長(１名) 

  （２）副会長(２名) 

  （３）会計監事(２名) 

（４）支部長（９名） 

  （５）評議員（任意） 

  ２ 会長は、連絡協議会を代表し、会務を総理する。 

  ３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは副会長がその職務を代理する。 

 ４ 会計監事は、会計を監査する。 

５  支部長は、北海道、東北、関東、甲信越、中部、近畿、中国、四国、九州・沖縄の各地区に置き、

各地区を代表し、各地区を統括する。 



 

 ６ 評議員は第４条２に定める正会員のうち教育長とする。 

 ７ 役員は総会において、正会員又は特別会員から選任する。 

 (役員の任期) 

第６条  役員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

 ２ 役員に欠員が生じたときは、後任を選任するものとし、その任期は前任者の残任期間とする。 

  ３ 役員は、任期満了の場合においても、後任者が就任するまでの間、その職務を行うものとする。 

 (総会) 

第７条 総会は、評議員をもって構成する。 

  ２ 総会は、年１回開催し、会長が招集する。ただし、会長が特に必要と認める場合は、臨時に総会を

 召集することができる。 

  ３ 総会は、会長が主宰し、議長を務める。 

  ４ 総会の議事は、出席した評議員の過半数をもって決するものとする。ただし、可否同数の場合は、

 議長の決するところによる。 

  ５ 総会は、連絡協議会の設立及び解散を議決するほか、次の事項を議決する。 

 （１）規約の制定及び改正 

 （２）役員の選任 

 （３）事務局指名の承認 

  （４）基本運営方針の決定 

  （５）その他連絡協議会の運営に関して重要な事項の決定 

  ６ やむを得ない理由のため総会に出席できない会員は、他の出席会員（当該評議員の属する教育委員

 会等の相当職にある者など）を代理人として表決を委任することができる。この場合、表決の委任

 者は、会議に出席したものとみなす。 

  ７ 総会は、必要に応じて会議に替え、書面又は電子メールによる方法により開催することができる。 

 (会計) 

第８条 連絡協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日をもって終わる。  

 (経費)  

第９条 連絡協議会の運営に要する経費は、会費及びその他の収入をもって充てる。 

 ２  会費について必要な事項は、総会において決定する。 

 (事務局) 

第 10 条 連絡協議会は、会長の総理の下、連絡協議会の会務を処理するための事務局を置く。 

 ２ 事務局は、会長の属する教育委員会事務局に置くものとする。ただし、総会の承認を得たときは、  

これによらないことができる。 

 (顧問) 

第 11 条 連絡協議会の目的を達成するために必要と認められる場合には、会員以外の有識者等を顧問(若干

 名)として、委任することができる。 

 (参与) 

第 12 条 本連絡協議会評議員として活躍し、退任後も本会特別会員としてコミュニティ・スクールの推進・

 拡充に尽力する意思のある者の中から、会長が必要と認めた者を本連絡協議会の参与として任命す

 ることができる。 

(その他) 

第 13 条 この規約に定めるもののほか、連絡協議会の運営上必要な事項は、会長が別に定めるものとする。 

 



 

  

 附則  この規約は、平成 23年２月 18日から施行する。 

 附則  この規約は、平成 24年４月６日から施行する。 

 附則  この規約は、令和２年７月６日から施行する。 

 附則  この規約は、令和３年３月 30日から施行する。 

附則  この規約は、令和３年 11月５日から施行する。 

附則  この規約は、令和４年 10 月 28日から施行する。 

 


